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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶融金属めっき浴から連続的に引き上げられる鋼帯の表面に、ガスワイピングノズルか
ら気体を吹き付け、鋼帯表面のめっき付着量の制御を行う溶融金属めっき鋼帯製造装置で
あって、溶融金属槽の液面下の鋼帯の両側に、鋼帯と対向して配置した鋼帯巾以上の長さ
の溶融金属絞り部材を有し、さらに鋼帯面延長上の前記鋼帯と対向して配置した溶融金属
絞り部材間に遮蔽体を配設し、遮蔽体の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さは、溶融金属絞り
部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さの５０％以上（溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼
帯進行方向長さが鋼帯の両側で異なるときは、溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行
方向長さが小さい方の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さの５０％以上）でかつ溶融金属絞り
部材と遮蔽体の距離は３ｍｍ以下であることを特徴とする溶融金属めっき鋼帯製造装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の溶融金属めっき鋼帯の製造装置を用いて鋼帯に溶融金属めっきを行う
ことを特徴とする溶融金属めっき鋼帯の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、溶融めっきプロセスにおいて、溶融金属スプラッシュ飛散を軽減できる溶融
金属めっき鋼帯製造装置及び溶融金属めっき鋼帯の製造方法に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　連続溶融めっきプロセス等においては、図７に示すように、一般的に溶融金属浴槽９内
の溶融金属めっき浴８に鋼帯Ｓを浸漬させ、シンクロール７で方向転換した後、該鋼帯Ｓ
を鉛直上方に引き上げる工程の後に、鋼帯表面に付着した溶融金属が板幅方向および板長
手方向に均一に所定のめっき厚になるように、この鋼帯Ｓを挟んで対向して設けた鋼帯幅
方向に延在するガスワイピングノズル３から加圧気体を鋼帯上に噴出させて、余剰な溶融
金属を絞り取り、溶融金属の付着量（めっき付着量）を制御するガスワイピング装置が設
けられている。
【０００３】
　ガスワイピング部での鋼帯走行位置を安定化させるために、通常、シンクロール７上方
の浴面下に浴中サポートロール５が配置され、また合金化処理等を行う場合は必要に応じ
てガスワイピングノズル３上方に浴上サポートロール４が設置される。
【０００４】
　ガスワイピングノズル３は、多様な鋼帯幅に対応すると同時に鋼帯引き上げ時の幅方向
のズレなどに対応するため、通常、鋼帯幅より長く、すなわち鋼帯Ｓの幅端部より外側ま
で延びている。このようなガスワイピング装置では、鋼帯Ｓに衝突した噴流の乱れによっ
て鋼帯下方に落下する溶融金属が周囲に飛び散る、いわゆるスプラッシュが発生して、鋼
帯の表面品質の低下を招く。
【０００５】
　また、連続プロセスにおいて、生産量を増加させるには、鋼帯通板速度を増加させれば
よいが、連続溶融めっきプロセスにおいてガスワイピング方式でめっき付着量を制御する
場合、溶融金属の粘性により、ライン速度の増加に伴って鋼帯のめっき浴通過直後の初期
付着量が増加するため、めっき付着量を一定範囲内に制御するには、ワイピングガス圧力
をより高圧に設定せざるを得ず、それによってスプラッシュが大幅に増加し、良好な表面
品質を維持できなくなる。
【０００６】
　上記の問題を解決するため、ワイピングノズルに到達する前に鋼板に随伴する余剰な溶
融金属をある程度削減してめっき浴通過直後の初期付着量を低減しておく方法が特許文献
１に開示されている。
【０００７】
　特許文献１では、めっき液中サポートロール５とワイピングノズル３との間に、鋼帯の
両面に非接触で対向する溶融金属絞り部材を設けて余剰めっきを取り除いた後に、ガスワ
イピングでめっき厚を調整する装置で、該溶融金属絞り部材の形状は、矩形あるいは下端
ほど鋼帯表裏面との距離が広くなる導入部を有する形状あるいは円柱体が望ましく、該溶
融金属絞り部材の設置位置は、めっき液面の上下にまたがる位置が最も望ましいとしてい
る。また、該溶融金属絞り部材は鋼帯を囲むようにすることが望ましいとしている。
【特許文献１】特開２００４－７６０８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　ところが、特許文献１に開示された方法では、溶融金属絞り部材で鋼帯幅方向中央部で
の余剰な溶融金属を絞ることができても、鋼帯幅方向両端部では、その外側から鋼帯幅方
向中央部に向かって溶融金属が流入するため、鋼帯幅方向両端部では、溶融金属の絞り効
果が低下する。そのため、幅方向中央部と両端部とでは、余剰な溶融金属量の差が、前記
溶融金属絞り部材を設置しない場合よりも多くなり、その後のガスワイピング工程におい
て、スプラッシュを低減する効果が低下することがわかった。また、特許文献１に記載の
鋼帯を囲むようにした形状では、製造する鋼帯の幅変更に対応できないため、溶融金属の
絞り効果を発現できる板幅サイズが限定される。
【０００９】
　本発明は、上記問題点を考慮し、鋼帯幅が変わってもめっき浴から引き上げられる鋼板
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に随伴する余剰な溶融金属を鋼帯全幅にわたって削減できるようにすることで、ガスワイ
ピング工程でのスプラッシュの発生を低減し、表面外観に優れる溶融金属めっき鋼帯を安
定して製造できる溶融金属めっき鋼帯製造設備を提供することを課題とする。
【００１０】
　また、本発明は、ガスワイピング工程でのスプラッシュの発生を低減でき、表面外観に
優れる溶融金属めっき鋼帯を安定して製造できる鋼帯の製造方法を提供することを課題と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　シンクロールからガスワイピングノズルまでの間に、余剰な溶融金属を取り除くための
溶融金属絞り部材を設置すると、ガスワイピングによって取り除かれた溶融金属が下方に
流れ落ちて、鋼帯と溶融金属絞り部材との隙間に液溜まりを形成する。この液溜まりから
ガスワイピング部までの距離が短いと余剰な溶融金属量を削減できないことから、本発明
者らは、溶融金属絞り部材はめっき液面より下方に設置するのが最良であるとの結論に至
った。
【００１２】
　しかしながら、単に溶融金属絞り部材を設置しても、鋼帯両端部での溶融金属絞り効果
は小さい。そこで、めっき浴から出た鋼帯に付随する溶融金属量を効果的に削減するべく
、溶融金属絞り部材周辺の溶融金属の流れを模擬する水モデル装置を用いて、詳細な流動
解析を行った。その結果、鋼帯に付随してめっき浴から持上げられる溶融金属の量を削減
するには、鋼帯両端部から鋼帯中央部に向かう流れを抑制することが効果的であることが
わかった。
【００１３】
　本発明者らは、以上の知見に基づいて、以下の特徴を有する発明を完成させた。
【００１４】
　（１）溶融金属めっき浴から連続的に引き上げられる鋼帯の表面に、ガスワイピングノ
ズルから気体を吹き付け、鋼帯表面のめっき付着量の制御を行う溶融金属めっき鋼帯製造
装置であって、溶融金属槽の液面下の鋼帯の両側に、鋼帯と対向して配置した鋼帯巾以上
の長さの溶融金属絞り部材を有し、さらに鋼帯面延長上の前記鋼帯と対向して配置した溶
融金属絞り部材間に遮蔽体を配設したことを特徴とする溶融金属めっき鋼帯製造装置。
【００１５】
　（２）遮蔽体の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さは、溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼
帯進行方向長さの５０％以上（溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さが鋼帯
の両側で異なるときは、溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さが小さい方の
鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さの５０％以上）でかつ溶融金属絞り部材と遮蔽体の距離は
３ｍｍ以下であることを特徴とする（１）に記載の溶融金属めっき鋼帯製造装置。
【００１６】
　（３）　（１）または（２）に記載の溶融金属めっき鋼帯の製造装置を用いて鋼帯に溶
融金属めっきを行うことを特徴とする溶融金属めっき鋼帯の製造方法。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、めっき浴面下に設けられた溶融金属絞り部材および遮蔽体によって鋼
帯幅が変わっても鋼帯に付随する余剰な溶融金属量を鋼帯全幅にわたって削減した後にガ
スワイピングノズルでめっき厚を調整できるようになるので、スプラッシュの発生量を大
幅に低減できる。また、本発明によれば、通板速度を大幅に上昇させてもスプラッシュの
発生量を大幅に低減できるので、表面欠陥の無い溶融金属めっき鋼帯を高い生産性を維持
して製造することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。以下の図において、説明済みの
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図に示された部分の作用と同じ作用の部分には同じ符号を付してその説明を省略する。
【００１９】
　図１は、本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置の一実施形態を示す断面図である。図１
において、１はめっき浴内に設置された溶融金属絞り部材で、浴中サポートロール５より
上方に鋼帯Ｓを挟んでその両側に鋼帯表面から所定の距離離れた位置に設置されている。
２は遮蔽体で、鋼帯面延長上の鋼帯Ｓと対向して配置した溶融金属絞り部材１、１間に、
鋼帯Ｓ端部に近接して配設されている。
【００２０】
　図２は、本発明の装置の溶融金属絞り部材および遮蔽体の作用を説明する図で、（ａ）
は溶融金属絞り部材だけを備える場合の溶融金属絞り部材に挟まれた領域における鋼帯端
部における溶融金属の流れを示す上面図、（ｂ）は溶融金属絞り部材および遮蔽体を備え
る場合の溶融金属絞り部材に挟まれた領域における鋼帯端部における溶融金属の流れを示
す上面図である。溶融金属絞り部材１がいかなる形状であっても、溶融金属絞り部材１の
みを配置すると、図２（ａ）のように鋼帯端部から鋼帯中央部に向かう溶融金属の流れ１
１が発生する。溶融金属絞り部材１によるめっき絞り効果が大きいほど、それを補うよう
にこの溶融金属の流れ１１は大きくなる傾向にある。したがって、溶融金属絞り部材１の
絞り効果は鋼帯両端部では弱まるかあるいは消滅してしまう。図２（ｂ）のように、遮蔽
体２を、鋼帯面延長上の前記鋼帯と対向して配置した溶融金属絞り部材１、１間に配設す
ると、鋼帯端部から鋼帯中央部に向かう溶融金属の流れを遮断できるため、溶融金属絞り
部材１による余剰な溶融金属絞り効果を鋼帯全幅に亘って均一に発現できるようになる。
【００２１】
　溶融金属絞り部材および遮蔽体によって鋼帯幅が変わっても鋼帯に付随する余剰な溶融
金属量を鋼帯全幅にわたって削減した後にガスワイピングノズルでめっき厚を調整できる
ので、スプラッシュの発生量を大幅に低減できる。本発明によれば、通板速度を大幅に上
昇させても溶融金属絞り効果を発現できるので、スプラッシュの発生量を大幅に低減でき
るので、表面欠陥の無い溶融金属めっき鋼帯を高い生産性を維持して製造することが可能
となる。
【００２２】
　遮蔽体２の鋼帯側端面は、図２（ｂ）のように鋼帯面と直交することが望ましい。鋼帯
端部と遮蔽体２の鋼帯側端面との距離は５ｍｍ以下にするのがよく、この距離は小さいほ
ど望ましい。さらには、鋼帯への押し付け力が働いていない状態で、鋼帯端部と遮蔽体２
の鋼帯側端面が接触しているのが最も好適な条件である。
【００２３】
　溶融金属絞り部材１と遮蔽体２との隙間は、３ｍｍ以下が望ましく、この隙間は小さい
ほどよい。
【００２４】
　溶融金属絞り部材１、１間での溶融金属の鋼帯中央に向かう流れを防ぐ観点から、遮蔽
体２の鋼帯対向面の鋼板進行方向長さ（鉛直方向長さ）は、少なくとも溶融金属絞り部材
１の鋼板進行方向長さの５０％以上あることが好ましく、溶融金属絞り部材１と同等の長
さであることが最も好ましい。
【００２５】
　溶融金属絞り部材１の鋼帯対向面と鋼帯との距離が鋼帯進行方向に変化する場合、溶融
金属絞り部材１と遮蔽体２の鋼帯進行方向の隙間はできるだけ一定に保つことが好ましい
。例えば、溶融金属絞り部材１の断面形状が図３に示すように円形の場合、遮蔽体２の溶
融金属絞り部材１に対向する面は、溶融金属絞り部材１の円弧の曲率半径より若干大きい
曲率半径を有するようにした凹状円弧面で構成するのが好ましい。
【００２６】
　溶融金属絞り部材の断面形状は、図３の形状のものに限定されない。以下に説明するよ
うに種々の形状を採用できる。例えば図４（ａ）に示すように、断面形状が三角形で、鋼
帯Ｓと相対する面及び浴面と相対する上面は、各々鋼帯Ｓ及び浴面に平行なるようにする
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と、溶融金属絞り部材１の絞り性能をより向上させることができる。溶融金属絞り部材１
の断面形状をこのような形状にすると、鋼帯Ｓの進行に随伴する流れ（随伴流）１１が発
生していても、流体は抵抗の小さい方向に流れやすいため、溶融金属絞り部材１の下端部
で流れ１３が分岐し、随伴流１１の成長を妨げる働きをする。さらに、流れ１３は鋼帯Ｓ
から遠ざかる方向を向いているため、溶融金属絞り部材１の上方で鋼帯Ｓに向かう流れ１
２と対向することになり、流れ１２の速度を弱める効果も有する。溶融金属絞り部材１は
以上のような流動制御をするので、めっき浴から持ち上げられる鋼帯Ｓ近傍の随伴流を大
幅に抑制することが可能となり、鋼帯Ｓに付随する余剰な溶融金属めっきの量を削減でき
る。その結果、ワイピングガス圧力の低下が可能となり、溶融金属スプラッシュの発生量
を低減し、良好な表面品質のめっき鋼帯を製造できる。この場合、遮蔽体２の断面形状は
、図４（ｂ）に示すように、長方形となるようにすればよい。
【００２７】
　図５（ａ）の溶融金属絞り部材１の断面形状が、上面の断面曲線及び下面の断面曲線は
いずれも溶融金属めっき浴の鋼帯引き上げ部側に凸の円弧状であり、かつ上面の円弧の曲
率半径が下面の円弧の曲率半径よりも小さくなるように形成されている。また、溶融金属
絞り部材１の厚さは、反鋼帯側端部及び反浴面側端部に向かって減少している。この溶融
金属絞り部材１の形状は、随伴流１１を流れ１３に分岐させる効果および流れ１２への対
向流を形成させる効果を最も顕著に示す形状である。
【００２８】
　この場合、遮蔽体２の溶融金属絞り部材１に対向する面は、図５（ｂ）に示すように、
溶融金属絞り部材１の遮蔽体２に対向する面の円弧の曲率半径より若干大きい曲率半径を
有するようにした凹状円弧面で構成し、溶融金属絞り部材１と遮蔽体２の距離をできるだ
け一定に保つようにするのが好ましい。
【００２９】
　図６（ａ）に示す溶融金属絞り部材１ａ、１ｂは、浴内サポートロール５の外周面の浴
面側を覆うように形成されたロール被覆部分と、その上方に配置され鋼帯に対向するよう
に形成された鋼帯対向部分とを備える。浴中サポートロール５は鋼帯の両側に鋼帯に接す
るようにして、その鉛直方向位置が互いに異なるようにして配置されている。そのため、
鋼帯Ｓの両側に配置された溶融金属絞り部材１ａと１ｂの鋼帯対向部分の鋼帯進行方向長
さは異なる。溶融金属絞り部材１ａ、１ｂの鋼帯対向部分は鋼帯面に対して平行であって
もよいし、傾斜していてもよい。
【００３０】
　この溶融金属絞り部材１ａ、１ｂでは、浴中サポートロール５と溶融金属絞り部材１ａ
、１ｂの間に、浴中サポートロール５に随伴される流れ１１が発生する。流れ１１が発生
すると、鋼帯Ｓの進行に伴う随伴流１２が発生していても、鋼帯Ｓと溶融金属絞り部材１
ａ、１ｂの間に鋼帯Ｓの進行方向と逆方向の強制的な流れ１３が発生し、随伴流１２を大
幅に抑制する。これによりめっき浴から引き上げられる鋼帯Ｓに付随する余剰な溶融金属
量を削減できる。
【００３１】
　溶融金属絞り部材は、図６（ａ）に示した溶融金属絞り部材１ａ、１ｂの鋼帯対向部分
だけを備えるものとすることもできる。この場合、鋼帯両側に配置される溶融金属絞り部
材１ａと１ｂの鋼帯対向部分の鋼帯進行方向の長さは、同じでもよい。
【００３２】
　溶融金属絞り部材が図６（ａ）および上記の場合、遮蔽体２の断面形状は、図６（ｂ）
に示すように長方形となるようにすればよい。この場合、遮蔽体の鋼帯対向面の鋼帯進行
方向長さは、溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さの５０％以上（溶融金属
絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さが鋼帯の両側で異なるときは、溶融金属絞り部
材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さが小さい方の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さの５０％
以上）であることが好ましく、溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さと同じ
長さ（溶融金属絞り部材の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さが鋼帯の両側で異なるときは、
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小さい方の鋼帯対向面の鋼帯進行方向長さと同じ長さ）であることがより好ましい。
【００３３】
　溶融金属絞り部材の寸法、形状は、適用する設備と鋼帯の通板速度等を考慮して、適宜
のものに決定する必要がある。
【００３４】
　遮蔽体２の鋼帯進行方向高さは、溶融金属めっき絞り部材１と同等にするのがよく、設
置の際は、溶融金属絞り部材１と遮蔽体２の上端及び下端の鉛直方向位置を一致させるこ
とが好ましい。遮蔽体２の鋼板進行方向長さが、溶融金属絞り部材１の鋼板進行方向長さ
よりも短い場合、遮蔽体２は浴面に近い側に設置、すなわち遮蔽体２上端が溶融金属絞り
部材１上端とほぼ同じ位置とすることが望ましい。遮蔽体２の鋼帯幅方向の長さは、１０
０ｍｍ以上が好ましい。上限は限定されないが、この長さが大きくなると設備が過大にな
るので、５００ｍｍ程度以下が好ましい。
【実施例】
【００３５】
　連続溶融亜鉛めっきラインに図１に示した溶融金属めっき鋼帯製造装置を設置し、溶融
亜鉛めっき鋼帯の製造実験を行った。鋼帯Ｓの両側に配置された浴中サポートロール同士
の鉛直方向オフセット量は２００ｍｍ、浴面と浴面に近い側の浴中サポートロール上端と
の距離は８０ｍｍである。浴中サポートロール径はφ４００ｍｍである。
【００３６】
　溶融金属絞り部材１の鋼帯幅方向長さはガスワイピングノズル相当の２０００ｍｍとし
、溶融金属絞り部材の上端と浴面との距離は５ｍｍ、鋼帯との距離は３ｍｍ（比較例５お
よび実施例４を除く）で鋼帯両側に鋼帯面に対向して固定配置した。遮蔽体２は、鋼帯幅
方向長さを２００ｍｍとし、機側に設けたサーボモータよる位置制御装置からフレームを
伸ばした先に直結し、鋼帯幅に応じて移動可能とした。
【００３７】
　溶融亜鉛めっき鋼帯製造条件は、ガスワイピングノズルのスリットギャップ０．８ｍｍ
、ガスワイピングノズル－鋼帯距離７ｍｍ、溶融亜鉛浴からのノズル高さ４００ｍｍ、溶
融亜鉛浴温度４６０℃とし、製造する鋼帯のサイズは、０．８ｍｍ厚×１．２ｍ幅、めっ
き付着量は片面４５ｇ／ｍ２とした。遮蔽体２と鋼帯端部の距離は概ね３ｍｍに制御した
。
【００３８】
　その他の製造条件および製品品質指標となるスプラッシュ発生量の調査結果を表１に示
す。各比較例、各実施例で使用した溶融金属絞り部材および遮蔽体の具体的な寸法形状は
以下で説明する。スプラッシュ発生量は、各製造条件で通過した鋼帯長さに対する検査工
程でスプラッシュ欠陥ありと判定された鋼帯長さの比率であり、実用上問題とならない軽
度のスプラッシュ欠陥を含んでいる。
【００３９】



(7) JP 5493260 B2 2014.5.14

10

20

30

40

50

【表１】

【００４０】
　比較例１（従来例）は、溶融金属絞り部材も遮蔽体もない場合である。スプラッシュ発
生率は１．４０％であった。
【００４１】
　比較例２は、鋼帯進行方向長さおよび水平方向長さがそれぞれ５０ｍｍの正方形断面を
もつ溶融金属絞り部材のみを使用し、実施例１は、比較例２に対して、さらに鋼帯進行方
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向長さを５０ｍｍ、水平方向長さ４ｍｍの長方形断面の遮蔽板を追加設置した（溶融金属
絞り部材と遮蔽板の距離は１ｍｍである）。比較例２は、比較例１に対して、スプラッシ
ュ発生率はおよそ２５％低下した。実施例１は、比較例１に対して、スプラッシュ発生率
がほぼ半減し、比較例２に対して、スプラッシュ発生率がおよそ３１％低減した。
【００４２】
　比較例３は、鋼帯進行方向長さおよび水平方向長さがいずれも５０ｍｍで断面形状が三
角形の溶融金属絞り部材のみを図４（ａ）に示すように配置した。実施例２は、比較例３
に対して、さらに実施例１とおなじ寸法形状の長方形断面の遮蔽体を図４（ｂ）に示すよ
うに追加設置した（溶融金属絞り部材と遮蔽板の距離は１ｍｍである）。比較例３は、比
較例１に対して、スプラッシュ発生率がおよそ７０％低下した。実施例２は、比較例１に
対して、スプラッシュ発生率が８０％低下し、比較例３に対して、スプラッシュ発生率が
およそ３２％低減した。
【００４３】
　比較例４は、鋼帯進行方向長さおよび水平方向長さがいずれも５０ｍｍで断面形状が円
弧状（上面曲率半径が６０ｍｍＲ、下面曲率半径が１００ｍｍＲ）の溶融金属絞り部材の
みを図５（ａ）に示すように配置した。溶融金属絞り部材下端の鋼帯との距離は３ｍｍと
した。
【００４４】
　実施例３は、比較例４に対して、さらに図５（ｂ）に示す断面形状、すなわち、鋼板進
行方向長さが５０ｍｍで、遮蔽体の溶融金属絞り部材に対向する面を、溶融金属絞り部材
の遮蔽体に対向する面の円弧の曲率半径より若干大きい曲率半径を有するようにした凹状
円弧面で構成し、溶融金属絞り部材との距離が１ｍｍとなるように作成した遮蔽体を、図
５（ｂ）に示すように追加設置した。
【００４５】
　比較例４は、比較例１に対して、スプラッシュ発生率がおよそ８４％低下した。実施例
３は、比較例１に対して、スプラッシュ発生率がおよそ９０％低減し、比較例４に対して
、スプラッシュ発生率がおよそ３０％低減した。
【００４６】
　比較例５は、浴中サポートロール５と溶融金属絞り部材１ａ、１ｂとの距離が３０ｍｍ
となるように形成した浴内サポートロール５の外周面の浴面側を覆う円弧状のロール被覆
部と、鋼帯と溶融金属絞り部材１ａ、１ｂとの距離が一定の２０ｍｍで、その上端と浴面
との距離が３０ｍｍになるように形成した板状の鋼帯対向部を備える溶融金属絞り部材１
ａ、１ｂのみを図６（ａ）に示すように配置した。
【００４７】
　実施例４は、比較例５に対して、さらに鋼帯進行方向長さが１００ｍｍで水平方向長さ
が３６ｍｍの遮蔽体を、図６（ｂ）に示すように追加設置した。遮蔽体と溶融金属絞り部
材との距離は２ｍｍである。遮蔽体の鋼帯進行方向長さの溶融金属絞り部材１ｂの鋼帯対
向部の鋼帯進行方向長さに対する割合はおよそ９０％である。
【００４８】
　比較例５は、比較例１に対して、スプラッシュ発生率がおよそ８５％低下した。実施例
４は、比較例１に対して、およそ９４％スプラッシュ発生率が低減し、比較例５に対して
、スプラッシュ発生率がおよそ３３％低減した。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明の装置は、スプラッシュの発生を低減し、表面外観に優れる溶融金属めっき鋼帯
の製造装置として利用することができる。本発明の装置は、高速通板時にもスプラッシュ
の発生を抑制できるので、表面外観に優れる溶融金属めっき鋼帯を高い生産性を維持して
製造する装置として利用することができる。
【００５０】
　また、本発明の鋼帯の製造方法は、スプラッシュの発生を低減し、表面外観に優れる溶
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融金属めっき鋼帯の製造方法として利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置の一実施形態を示す断面図である。
【図２】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置の溶融金属絞り部材および遮蔽体の作用を
説明する図である。
【図３】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置に使用する溶融金属絞り部材と遮蔽体の断
面形状の組み合せ例を説明する第１の図である。
【図４】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置に設置する溶融金属絞り部材の断面形状お
よび遮蔽体の断面形状の組み合せ例を説明する第２の図である。
【図５】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置に設置する溶融金属絞り部材の断面形状お
よび遮蔽体の断面形状の組み合せ例を説明する第３の図である。
【図６】本発明の溶融金属めっき鋼帯製造装置に設置する溶融金属絞り部材の断面形状お
よび遮蔽体の断面形状の組み合せ例を説明する第４の図である。
【図７】一般的な溶融金属めっき鋼帯製造装置を示す断面図である。
【符号の説明】
【００５２】
Ｓ　　鋼帯
１、１ａ、１ｂ　　溶融金属絞り部材
２　　遮蔽体
３　　ガスワイピングノズル
４　　浴上サポートロール
５　　浴中サポートロール
７　　シンクロール
８　　溶融金属めっき浴
９　　溶融金属浴槽
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